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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第61期

第３四半期連結
累計期間

第62期
第３四半期連結
累計期間

第61期

会計期間
自平成22年４月１日
至平成22年12月31日

自平成23年４月１日
至平成23年12月31日

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日

売上高（千円） 12,945,929 11,392,624 17,070,971

経常利益（千円） 707,188 497,980 1,147,851

四半期（当期）純利益（千円） 485,312 229,392 868,459

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
443,906 △265,219 710,320

純資産額（千円） 11,274,228 11,103,358 11,540,642

総資産額（千円） 18,625,231 17,867,947 18,695,149

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
53.45 24.73 95.55

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 60.5 62.1 61.7

　

回次
第61期

第３四半期連結
会計期間

第62期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成22年10月１日
至平成22年12月31日

自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
40.15 30.17

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．第61期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

５．第61期及び第62期第３四半期連結累計（会計）期間において、遠藤製作所従業員持株会専用信託が所有する

当社株式は、１株当たり情報の算定上の基礎となる期末普通株式数及び期中平均株式数に含まれておりま

す。

　

　

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。   

 

　

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

　(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響により依然として厳しい状況の中、緩や

かに持ち直しておりますが、海外景気の下振れや円高の長期化、デフレの影響及び雇用情勢の悪化懸念等の不安要

因があり、景気の先行きは引き続き不透明な状況で推移しております。　

このような状況のもと、当社グループは、タイ国の洪水により連結子会社ENDO THAI CO.,LTD.で一時影響があり

ましたが、全社で生産能力の向上・改善等の製造コスト低減を推し進めるとともに、開発及び販売の強化に努め、

業績の向上に鋭意取組んでまいりました。　

この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高113億92百万円（前年同期比12.0％減）となりました。利

益面につきましては、売上高が減少したこと等により、営業利益６億46百万円（同24.6％減）、経常利益４億97百

万円（同29.6％減）、四半期純利益２億29百万円（同52.7％減）となりました。　

　

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①ゴルフ事業

ゴルフ事業につきましては、震災の影響による受注の減少やタイ国の洪水被害等で、売上高61億円（同23.9％

減）、営業利益１億81百万円（同57.5％減）となりました。　

②ステンレス事業

ステンレス事業につきましては、震災による影響等から、売上高は７億40百万円（同14.8％減）、営業利益78百

万円（同58.3％減）となりました。　

③自動車等鍛造部品事業

自動車等鍛造部品事業につきましては、タイ国の洪水で取引先の一部が被災したことで一時出荷に影響等があ

りましたが、同国の自動車産業が順調なこと等から、売上高は45億52百万円（同12.2％増）となりました。営業利

益は、売上高が増加したことにより８億１百万円（同19.5％増）となりました。　

　

　

(2) 事業上及び財務上の対応すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、４億77百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(4) 従業員数

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの従業員数について著しい変更はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社遠藤製作所(E01459)

四半期報告書

 3/19



(5) 生産、受注及び販売の実績

当第３四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績について著しい変更はありません。

(6) 主要な設備

当第３四半期連結累計期間において、以下の設備の新設を決定しております。　

設備の新設

会社名
事業所名
（所在地）

報告
セグメント

設備の内容
投資予定額

資金調達方
法

着手及び完了予定年月

総額
（千円）

既支払額
（千円）

着手 完了

ENDO FORGING

(THAILAND)

CO.,LTD.

本社工場

(タイ国チャチ

ンサオ県)

自動車等鍛

造部品事業

自動車等鍛

造品生産設

備

763,15578,940自己資金
平成23年

9月

平成24年

7月
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 29,800,000

計 29,800,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,441,800 9,441,800

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

単元株式数

100株

計 9,441,800 9,441,800 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成23年10月１日～

平成23年12月31日
－ 9,441,800 － 1,241,788 － 1,183,788
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（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。　

　

（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

 平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 140,100 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式　 9,301,300 93,013 同上

単元未満株式 普通株式　　 　　400 －
1単元（100株）未満の株

式

発行済株式総数 9,441,800 － －

総株主の議決権 － 93,013 －

 

②【自己株式等】

 平成23年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社遠藤製作所　
新潟県燕市東太田987番地

　
140,100 － 140,100 1.5

計 － 140,100 － 140,100 1.5

（注）１．上記のほか、四半期連結財務諸表において、自己株式と表示している当社株式が171,000株あります。これは、従

業員株式所有制度の導入により、平成23年３月16日付で野村信託銀行株式会社（遠藤製作所従業員持株会専用

信託口）（以下、「専用信託口といいます。」）に譲渡した自己株式222,200株のうち、平成23年12月31日現在、

専用信託口が所有する当社株式であります。 

２．平成23年11月15日開催の取締役会の決議に基づき、当第３四半期会計期間において、312,700株の自己株式を取

得しました。これにより、平成23年12月31日現在の自己株式は、452,878株であります。
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２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　

(１) 新任役員

　役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期　

所有株式

数(千株)

(注)2　

就任年月日

　

取締役会

長（代表

取締役）　

　 遠藤　栄松　 昭和５年２月２日生

昭和25年11月　当社設立　代表取締役社長

平成12年６月　当社代表取締役会長

平成21年６月　当社相談役

平成23年10月　当社代表取締役会長(現任)　

(注)１

　
　1,652

平成23年

10月14日　

取締役社

長（代表

取締役）　

　 重松　健　 昭和23年11月15日生

平成21年６月　㈱三越　取締役専務執行役員

平成22年４月　㈱三越伊勢丹ホールディング

　　　　　　　ス　専務執行役員兼㈱名古屋

　　　　　　　三越　代表取締役社長

平成23年８月　当社顧問

　　　　　　　エポンゴルフ㈱　代表取締役

　　　　　　　社長(現任)

平成23年10月　当社代表取締役社長(現任)　

(注)１

　
　－

平成23年

10月14日　

（注）１．平成23年10月14日開催の臨時株主総会の終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会の終結の時ま

で　であります。

　　　２．平成23年９月30日現在の所有株式数であります。

　

(２) 退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役社長（代表取締役） 　 小林　健治 　平成23年８月31日

　

(３) 役員の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

専務取締役

（代表取締役）

タイ統括駐在室長

兼フォージング事

業部長

常務取締役

タイ統括駐在室長

兼フォージング事

業部長

長谷川　実 平成23年８月31日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平成

23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,219,264 3,236,303

受取手形及び売掛金 3,682,765 3,341,657

商品及び製品 780,535 1,061,101

仕掛品 398,690 663,880

原材料及び貯蔵品 1,471,800 1,736,189

繰延税金資産 39,966 10,971

その他 214,731 216,309

貸倒引当金 △23,727 △19,458

流動資産合計 10,784,027 10,246,957

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,929,583 2,599,531

機械装置及び運搬具（純額） 2,408,368 2,482,730

工具、器具及び備品（純額） 137,889 129,869

土地 1,664,437 1,682,887

建設仮勘定 86,980 67,584

有形固定資産合計 7,227,259 6,962,602

無形固定資産 27,825 29,435

投資その他の資産

投資有価証券 68,569 62,802

繰延税金資産 6,142 9,207

投資不動産（純額） 344,773 343,070

その他 250,232 227,868

貸倒引当金 △13,681 △13,997

投資その他の資産合計 656,036 628,952

固定資産合計 7,911,121 7,620,990

資産合計 18,695,149 17,867,947
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,513,241 1,979,731

短期借入金 1,669,720 2,234,659

未払法人税等 147,925 108,267

未払金及び未払費用 633,969 594,353

賞与引当金 141,479 251,054

役員賞与引当金 10,000 －

その他 256,088 179,916

流動負債合計 4,372,423 5,347,982

固定負債

長期借入金 1,708,939 605,737

リース債務 489,839 425,867

繰延税金負債 71,561 60,941

退職給付引当金 206,645 214,498

役員退職慰労引当金 209,826 24,546

資産除去債務 56,664 57,293

その他 38,608 27,721

固定負債合計 2,782,084 1,416,606

負債合計 7,154,507 6,764,588

純資産の部

株主資本

資本金 1,241,788 1,241,788

資本剰余金 1,189,873 1,189,873

利益剰余金 10,088,142 10,224,518

自己株式 △198,385 △277,433

株主資本合計 12,321,419 12,378,746

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △23,978 △29,745

為替換算調整勘定 △756,798 △1,245,642

その他の包括利益累計額合計 △780,776 △1,275,387

純資産合計 11,540,642 11,103,358

負債純資産合計 18,695,149 17,867,947
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

売上高 12,945,929 11,392,624

売上原価 10,682,970 9,411,741

売上総利益 2,262,958 1,980,882

販売費及び一般管理費 1,404,398 1,333,943

営業利益 858,559 646,939

営業外収益

受取利息 4,058 17,873

受取配当金 1,631 1,677

投資不動産賃貸料 13,470 13,480

保険解約返戻金 － 14,026

その他 23,668 11,612

営業外収益合計 42,828 58,669

営業外費用

支払利息 81,890 77,874

減価償却費 28,544 11,036

シンジケートローン手数料 10,586 10,303

為替差損 64,150 96,555

その他 9,027 11,859

営業外費用合計 194,199 207,628

経常利益 707,188 497,980

特別利益

固定資産売却益 17,291 9,854

貸倒引当金戻入額 593 －

特別利益合計 17,885 9,854

特別損失

固定資産売却損 4,083 464

固定資産除却損 18,635 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 41,049 －

減損損失 － 35,590

特別損失合計 63,769 36,055

税金等調整前四半期純利益 661,304 471,779

法人税、住民税及び事業税 175,352 228,212

法人税等調整額 639 14,174

法人税等合計 175,991 242,387

少数株主損益調整前四半期純利益 485,312 229,392

四半期純利益 485,312 229,392
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 485,312 229,392

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △15,470 △5,767

為替換算調整勘定 △25,934 △488,843

その他の包括利益合計 △41,405 △494,611

四半期包括利益 443,906 △265,219

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 443,906 △265,219

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

該当事項はありません。

　　

　

【会計方針の変更等】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

（会計上の見積りの変更）

タイ国所在の連結子会社の機械装置について、技術革新サイクルや設備の使用実績及び耐久性等から総合的に耐用

年数の見直しを行った結果、従来の耐用年数よりも長期間使用可能であることが明らかとなりました。このため、第１

四半期連結会計期間よりその耐用年数を変更いたしました。

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益は223,371千円、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれ

ぞれ239,032千円増加しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

　

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

（信託型従業員持株インセンティブ・プラン）

　当社は、平成23年２月15日開催の取締役会において、当社従業員に対する当社の中長期的な企業価値向上のインセン

ティブ付与と、株主としての資本参加による従業員の勤労意欲高揚を通じた、当社の恒常的な発展を促すことを目的とし

て、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」（以下、「本プラン」といいます。）の導入を決議いたしました。

　本プランは、「遠藤製作所従業員持株会」（以下、「本持株会」といいます。）へ当社株式を譲渡する目的で設立する

「従業員持株会専用信託口」（以下、「専用信託口」といいます。）が、今後５年間にわたり、本持株会が取得すると合理

的に見込まれる数の当社株式を、当社からの第三者割当によって予め取得し、毎月、当社株式を本持株会に対してその

時々の時価で売り付けます。

　本信託の終了時点で専用信託口に株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額を残余財産として、本

信託契約で定める受益者適格要件を満たす従業員に分配します。

なお、当社は、専用信託口が当社株式を取得するための借入に対して保証をしているため、当社株価の下落により専用

信託口内に株式売却損相当額が累積し、信託終了時点において専用信託口内に当該株式売却損相当の借入金残債がある

場合は、保証契約に基づき、当社が当該残債を弁済することになります。

当社は、平成23年3月16日付で、自己株式222,200株（123,987千円）を専用信託口へ譲渡しております。当該自己株式に

ついては、当社が専用信託口へ株式を譲渡した時点で売却処理を行っております。また、専用信託口が所有する株式を含

む資産及び負債並びに費用及び収益を、当社の四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計

算書に含めて表示しております。なお、専用信託口が所有する株式については自己株式として表示しており、当第３四半

期連結会計期間末において、専用信託口が所有する当社株式数は171,000株となっております。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。

　

　

（四半期連結損益計算書関係）

該当事項はありません。

　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

減価償却費 830,571千円 減価償却費 586,026千円

　　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

１．配当に関する事項

(１) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 90,795 10平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金

(２) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間末後となるもの

該当事項はありません。

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

１．配当に関する事項

(１) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月28日

定時株主総会
普通株式 93,016 10平成23年３月31日平成23年６月29日利益剰余金

(２) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

該当事項はありません。

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成23年11月15日開催の取締役会の決議に基づき、当第３四半期連結会計期間において、市場買付

により当社普通株式312,700株を取得いたしました。また、専用信託口が本持株会に当社普通株式51,200株を

譲渡いたしました。これにより、当第３四半期連結会計期間末において、自己株式が79,048千円増加し、

277,433千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

  

報告セグメント
調整額
（注）１　

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２　

ゴルフ事業
ステンレス
事業

自動車等鍛
造部品事業

計

売上高       

外部顧客に対する売上高 8,018,803868,8644,058,26112,945,929 － 12,945,929

セグメント間の内部売上高又は

振替高
7,343 － － 7,373 △7,343 －

計 8,026,146868,8644,058,26112,953,272△7,34312,945,929

セグメント利益 426,349187,611670,8141,284,776△426,216858,559

（注）１．セグメント利益の調整額△426,216千円には、セグメント間取引の消去△7,343千円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△418,872千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

該当事項はありません。　
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

  

報告セグメント
調整額
（注）１　

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２　

ゴルフ事業
ステンレス
事業

自動車等鍛
造部品事業

計

売上高       

外部顧客に対する売上高 6,100,319740,1354,552,16911,392,624 － 11,392,624

セグメント間の内部売上高又は

振替高
7,424 － － 7,424 △7,424 －

計 6,107,744740,1354,552,16911,400,048△7,42411,392,624

セグメント利益 181,21278,249801,8721,061,333△414,394646,939

（注）１．セグメント利益の調整額△414,394千円には、セグメント間取引の消去△7,424千円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△406,970千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「ゴルフ事業」セグメントにおいて、固定資産の減損損失を計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては35,590千円であります。

　

３．会計方針の変更等

（会計上の見積りの変更）

「会計方針の変更等（会計上の見積りの変更）」に記載のとおり、タイ国所在の連結子会社の機械装置につ

いて、第１四半期連結会計期間より耐用年数を変更しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、セグメント利益が「ゴルフ事業」においては95,533千

円、「ステンレス事業」においては24,993千円、「自動車等鍛造部品事業」においては102,844千円それぞれ増

加しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 53円45銭 24円73銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額（千円） 485,312 229,392

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 485,312 229,392

普通株式の期中平均株式数（株） 9,079,487 9,274,584

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当第３四半期連結累計期間において、専用信託口が所有する当社株式は、１株当たり情報の算定上の基礎

となる期末普通株式数及び期中平均株式数に含まれております。

　

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　

　 

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年２月８日

株式会社遠藤製作所

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松本　保範　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 白井　正　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社遠藤製

作所の平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２３年１０

月１日から平成２３年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２３年４月１日から平成２３年１２月３

１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計

算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社遠藤製作所及び連結子会社の平成２３年１２月３１日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。
　
強調事項

会計上の見積りの変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より、タイ国所在の連結子会社の機械装置の耐用年数

を変更している。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　 

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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